
  　
県
外
か
ら
の
企
業
誘
致
は
、
沖
縄
の
産
業
振

興
に
お
け
る
重
要
課
題
の
一
つ
で
す
。
内
閣
府

と
し
て
も
、
沖
縄
県
は
じ
め
地
元
自
治
体
の
企

業
誘
致
活
動
を
支
援
す
べ
く
、
沖
縄
の
魅
力
あ

る
投
資
環
境
づ
く
り
に
向
け
て
、
沖
縄
振
興
特

別
措
置
法
に
基
づ
く
経
済
特
区
の
創
設
、
賃
貸

工
場
や
各
種
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
施
設
の
整

備
等
を
行
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
県
外
の
企
業
・
経
営
者
に
お

い
て
、
沖
縄
の
投
資
環
境
、
特
に
国
内
唯
一
の
税

制
優
遇
措
置
が
あ
る
経
済
特
区
に
関
す
る
認
知

が
十
分
で
は
な
い
と
い
う
実
態
が
あ
り
ま
す
。

そ
こ
で
、
内
閣
府
と
し
て
は
、
沖
縄
振
興
計
画
の

三
年
目
で
あ
る
今
年
を
沖
縄
の
自
立
型
経
済
の

構
築
に
向
け
て
ギ
ア
チ
ェ
ン
ジ
し
て
い
く
年
と

位
置
付
け
て
い
る
観
点
か
ら
、
沖
縄
県
と
タ
イ

ア
ッ
プ
し
て
投
資
環
境
の
Ｐ
Ｒ
を
強
化
し
て
い

ま
す
。
最
近
の
取
組
を
い
く
つ
か
紹
介
し
ま
す
。

　
先
ず
は
「
百
聞
は
一
見
に
如
か
ず
」
と
い
う
方

針
の
下
、
内
閣
府
及
び
沖
縄
県
は
、（
社
）
日
本
経

済
団
体
連
合
会
（
以
下
、
経
団
連
）
に
対
し
て
現

地
視
察
ミ
ッ
シ
ョ
ン
派
遣
を
要
請
。
宮
原
賢
次

副
会
長（
＝
住
友
商
事

会
長
）を
団
長
に
Ｉ
Ｔ
、

バ
イ
オ
、
電
子
素
材
製
造
業
及
び
金
融
等
の
国

内
ト
ッ
プ
企
業
の
役
員
ク
ラ
ス
二
十
二
名
で
構

成
さ
れ
た
視
察
団
は
、
特
別
自
由
貿
易
地
域
の

賃
貸
工
場
、
各
種
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
施
設

及
び
沖
縄
科
学
技
術
大
学
院
大
学
建
設
予
定
地

等
を
視
察
し
ま
し
た
。
視
察
後
、
経
団
連
幹
部
会

に
お
い
て
宮
原
団
長
か
ら
、
亜
熱
帯
地
域
の
生

物
資
源
を
活
用
し
た
バ
イ
オ
産
業
の
振
興
が
有

望
で
あ
る
こ
と
、
東
ア
ジ
ア
ビ
ジ
ネ
ス
経
済
圏

の
中
心
で
あ
る
と
い
う
地
政
学
的
特
性
や
豊
富

な
若
年
者
労
働
力
等
の
メ
リ
ッ
ト
が
報
告
さ
れ

ま
し
た
。

　
続
い
て
内
閣
府
は
、
沖
縄
県
は
じ
め
地
元
自

治
体
と
連
携
・
協
力
し
て
、
県
外
企
業
約
五
十
社

の
実
務
者
レ
ベ
ル
で
構
成
さ
れ
る
投
資
環
境
評

価
モ
ニ
タ
ー
ツ
ア
ー
を
実
施
。
特
別
自
由
貿
易

地
域
を
は
じ
め
と
す
る
沖
縄
の
投
資
環
境
を
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
し
、
今
後
の
投
資
環
境
改
善
に
役

立
て
る
と
と
も
に
、
新
た
な
企
業
誘
致
に
つ
な

が
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。
参
加
し
た
企

業
の
多
く
か
ら
、
税
制
優
遇
措
置
、
賃
貸
工
場
や

イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
施
設
等
で
投
資
コ
ス
ト

が
削
減
で
き
る
と
の
評
価
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　
ま
た
内
閣
府
は
、
国
内
製
造
業
一
万
社
を
対

象
に
、
今
後
の
新
規
事
業
展
開
、
沖
縄
経
済
特
区

の
認
知
度
及
び
沖
縄
の
投
資
環
境
に
対
す
る
評

価
等
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
。
投

資
環
境
の
周
知
を
図
り
、
投
資
環
境
の
改
善
に

役
立
て
新
た
な
企
業
誘
致
に
つ
な
が
る
こ
と
を

期
待
し
て
い
ま
す
。
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果

か
ら
、
沖
縄
経
済
特
区
の
知
名
度
が
低
い
こ
と

が
明
ら
か
に
な
っ
た
一
方
で
、
今
後
の
投
資
先

と
し
て
沖
縄
が
選
択
肢
の
一
つ
に
な
り
う
る
と

の
声
も
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
構
造
改
革
特
区
や
地
域
再
生
特
区
に
対
し
て

全
国
的
な
注
目
が
集
ま
る
中
で
、
沖
縄
県
は
、
沖

縄
経
済
特
区
の
優
位
性
を
Ｐ
Ｒ
す
る
た
め
、新
聞
、

経
済
誌
、
機
内
誌
、
テ
レ
ビ
特
別
番
組
及
び
ワ
ン

ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ（http://biz-

o
k
i
n
a
w
a
.
c
o
m

）
等
を
総
合
的
に
活
用
し
て
メ
デ

ィ
ア
ミ
ッ
ク
ス
で

集
中
的
な
広
報
を

実
施
し
ま
し
た
。

内
閣
府
と
し
て
も
、

沖
縄
特
別
振
興
対

策
調
整
費
に
よ
る

補
助
を
行
い
ま
し

た
。
期
間
中
、
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
へ
の
ア

ク
セ
ス
件
数
は
わ

ず
か
一
ヶ
月
で
一

万
件
を
超
え
る
反

響
が
あ
り
ま
し
た
。

　
沖
縄
県
に
お
い
て
は
、
従
前
よ
り
稲
嶺
知
事

自
ら
が
積
極
的
な
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
活
動
を
行

っ
て
き
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
が
、
去
る
三
月
三

日
に
は
経
団
連
の
定
例
理
事
会
に
出
席
し
、
二

百
社
を
超
え
る
国
内
ト
ッ
プ
企
業
の
役
員
に
対

し
て
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
、
沖
縄
へ

の
企
業
誘
致
を
呼
び
か
け
ま
し
た
。

　
こ
う
し
た
取
組
に
加
え
て
、
今
年
度
か
ら
は

新
た
に
沖
縄
県
が
、
バ
イ
オ
産
業
を
観
光
、
Ｉ
Ｔ

に
次
ぐ
沖
縄
第
三
の
基
幹
産
業
に
育
成
す
べ
く
、

先
端
バ
イ
オ
技
術
を
持
つ
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の

誘
致
に
乗
り
出
し
ま
し
た
。
内
閣
府
と
し
て
も
、

沖
縄
特
別
振
興
対
策
調
整
費
を
活
用
し
て
バ
イ

オ
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
研
究
開
発
支
援
事
業
を

補
助
し
て
い
ま
す
。
沖
縄
は
依
然
と
し
て
全
国

最
低
の
所
得
水
準
と
全
国
最
悪
の
失
業
率
を
抱

え
て
お
り
、
次
代
を
担
う
沖
縄
の
若
者
に
夢
を

与
え
る
雇
用
の
創
出
は
喫
緊
の
課
題
で
す
。
内

閣
府
と
し
て
は
、
引
き
続
き
沖
縄
県
は
じ
め
地

元
自
治
体
と
連
携
・
協
力
を
図
り
な
が
ら
企
業

誘
致
活
動
を
粘
り
強
く
支
援
し
て
い
き
ま
す
。

平成16年4月1日付けで沖縄総合事務局組織規則等の一部が改正されま
した。主な変更内容は下記のとおりです。

沖縄総合事務局農林水産部消費・安全課と食糧課は、平成16年4月1日（木）
から、那覇市西の西庁舎から那覇市前島のふそうビルへ移転いたしま
したのでお知らせいたします。

沖縄総合事務局農林水産部
消費・安全課（3Ｆ）

電　話：098－866－0156
ＦＡＸ：098－866－0671

沖縄総合事務局農林水産部
食糧課（9Ｆ）

電　話：098－866－0155
ＦＡＸ：098－867－4001

長崎県出身　50歳

　成田一郎� 前沖縄総合事務

局長の転任に伴い、平成 16

年 3 月 30 日付けで沖縄総合

事務局長に竹林義久氏が就任

した。

　昭和51年九州大学法学部卒業。同年総理府入府、平

成 3年公害等調整委員会事務局審査官、同年総務庁北

方対策本部参事官、平成 5年総務庁統計センター管理

部管理課長、平成 6年総務庁人事局高齢対策課長、平

成9年総務庁青少年対策本部企画調整課長、平成11年

沖縄開発庁総務局企画課長、平成13年内閣府迎賓館次

長、同年内閣府大臣官房参事官（人事課）、平成 15年

内閣府賞勲局総務課長を歴任後現在に至る。

沖縄総合事務局長に

が就任

竹�林　義�久�氏
たけ���ばやし�　�よし　��ひさ

長崎県出身　51歳

　溝内俊一� 前開発建設部長

の転任に伴い、平成 16 年 4

月 1日付けで開発建設部長に

佐藤浩孝氏が就任した。

　昭和50年九州大学工学部卒業、昭和52年東京都立大

学大学院工学研究科修了。同年運輸省入省、平成 9年

運輸省第三港湾建設局境港湾空港工事事務所長、平成

10年運輸省港湾局付（ヴィエトナム国政府に派遣）、平

成12年運輸省東京航空局飛行場部長、平成14年内閣府

沖縄振興局振興第三課長を歴任後現在に至る。

沖縄総合事務局
開発建設部長に

が就任

佐�藤　浩�孝�氏
さ　��とう　　　ひろ　�たか

開発建設部に新たに地方計画室が設置され

ました。また、港湾・空港工事検査官に替えて

港湾空港情報管理官が、営繕監督室に替えて

営繕監督保全室がそれぞれ設置されました。

地方計画室は、都市行政、住宅行政及び建築行政

に関する連絡に関する事務、建設業、建設関連業

等の許可及び登録に関する事務を行います。

港湾空港情報管理官は、港湾等の整備及び保全、

飛行場に関する土木施設の整備及び災害復旧並

びに海洋汚染防除に関する工事の検査等に関す

る事務、港湾等及び飛行場に関する気象等の情

報収集及び処理等並びに港湾の保安の確保に関

する事務などを行います。

営繕監督保全室は、営繕工事の施工に関する事務、

営繕工事に係る入札及び契約の技術的審査に関

する事務などを行います。

運輸部に新たに監査指導課が設置されました。

監査指導課は、道路運送の安全の確保に関す

る事務、貨物利用運送事業、道路運送事業及

び自動車ターミナル事業に関する監査及び

これに基づく指導並びに自家用自動車の使

用についての監査及びこれに基づく指導に

関する事務などを行います。

伊江村において国営かんがい排水事業を実

施するため、土地改良総合事務所の伊江支所

が設置されました。

那覇港湾空港工事事務所、平良港湾工事事務

所及び石垣港湾工事事務所の名称がそれぞ

れ那覇港湾・空港整備事務所、平良港湾事務

所及び石垣港湾事務所に変更されました。


